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金融ユニオン近畿支部第４回定期大会が、１２月２

２日、大阪市内で開かれ、代議員・役員・オブザーバー

１４人（他に委任状３人）が集まりました。さざなみ

ネットからは、浦谷分会長が役員として、山﨑書記長

が代議員として参加しました。

浦野支部長は次のようにあいさつしました。

東京・大阪を中心に多くの仲間を迎え、雇用破壊・

パワハラ・いじめなどに対し、団体交渉や宣伝活動等

団結して取り組み、外銀や損保労働者などの雇用問題

の要求も実現することができました。年末に東京の損

保やカード会社で相次いで解雇を強行されました。解

雇撤回を求めてがんばる決意です。みなさんの大きな

支援をお願いします。

（議題）

・２０１２年度のたたかいの総括と

２０１３年度の運動方針について

・決算・予算について

・役員選任について

（意見）

・３ヵ月個人で闘っていましたが、進展せず６月に組

合に加入させていただきました。９月に雇止めとな

りましたが、雇用の継続を求め東京・大阪で多くの

組合員の支援でビラまきをし、団交で雇用継続の強

い意思を示すことができました。来年から新しいと

ころで、就職できるようになりました。組合で団結

することの大事さを思い知りました。

・外資系銀行の「名ばかり管理職」で、日本駐在責任

者に責任だけを追及されてパワハラに苦しめられ、

職場のルールはあってなきに等しいワンマン経営の

状況でした。組合員としてしっかりものが言いたい

と思い加入しました。加入通告後、一方的な指示は

影をひそめ、何とか仕事に専任できる職場が回復し

て喜んでいます。

その後、全議題が全員賛成で採択され、新しい役員

に次のみなさんが選任されました。

（支部長）辻昇三（副支部長）浦谷貞子・松島照男

（書記長）伊藤宗孝（執行委員・会計監査）省略

岩波 美智子さん 画
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【談話】
雇用、くらしの安定と改善こそ重視すべき経済対策だ
－ 安倍政権の緊急経済対策決定にあたっての談話 －

政府は１月１１日、「日本経済再生に向けた緊急経済対策」（以下「緊急

経済対策」という。）を閣議決定した。

「機動的な財政政策」、「大胆な金融政策」、「成長戦略」の「三本の矢」

で円高・デフレ経済からの脱却をめざすとする緊急経済対策の特徴の第一は、

事業規模２０.２兆円、そのうち１０.３兆円を２０１２年度補正予算で措置す

るという大規模な財政支出である。その予算を確保するため、新たに５.２兆

円もの建設国債を発行するとしている。

第２は、「明確な物価目標のもとで、日本銀行が積極的な金融緩和を行うことを強く期待する」として、

「通貨の番人」である日本銀行に通貨量の増加による金融緩和を迫るという「禁じ手」に踏みこんだ金融政策

である。

第３は、「世界で一番企業が活動しやすい国」をめざすなどとして、環境、医療などの分野を中心に「大胆

な規制改革」をおこなうことなどを盛りこんだ成長戦略である。

これら三つの施策は、２０００年代初頭からの小泉「構造改革」でとられた供給サイド重視の施策と全く変

わらない。「構造改革」が今なお労働者を苦しみ続けていることからしても、全労連は今回の緊急経済対策を

評価することはできない。大幅な見直しを求める。

１０.３兆円の予算のうち、３.８兆円は復興・防災を名目に、1.８兆円は民間投資

喚起を名目にする公共事業費が占めている。くらしの安心確保のためとして「道路

の無電柱化の推進」や「都市公園等の整備」が盛りこまれ、地域活性化の名目で

「都市鉄道ネットワークの利便性の向上」が措置されるなど、多額の税金が不要不

急の開発に使われようとしている。

一方で、人材育成・雇用対策には０.３兆円しか措置されず、その内容も非正規労

働者の職業訓練費用の助成など効果が疑問な企業支援策となっている。

福島原発事故の除染事業に携わる労働者に渡るべき危険手当を事業者がピンはねしていることなど、「ブラッ

ク企業」が公共事業費にたかっていることが指摘されている。そのようは不当な雇用関係を是正しないままの

企業助成策では、労働者に対策の効果は回らない。

日本の金融政策は１９９９年以降、事実上の「ゼロ金利」状態が１０数年続いている。その結果、企業の手

元流動性資金は潤沢にもかかわらず、労働者の賃金、雇用の改善や設備投資を通じた国内還元には回っていな

い。この点を是正しなければ、労働者・国民の生活を苦しめているマネーゲームに資金を供給するだけの結果

にしかならない。

デフレ経済克服のための経済対策を大胆に実施するというのであれば、電機産業などで強行されている大規

模なリストラをやめさせ、中小零細企業を対象に最低賃金１０００円を実現するための支援策を講じるべきで

ある。大幅賃上げや非正規労働者の正社員化を財界・大企業に求め、公共事業費のムダ遣いやピンはねを厳格

に規制する公契約法・公契約条例を整備するなど、壊れている富の再配分機能を修復する施策を同時に実施す

るよう強く求める。

２０１３年１月１３日

全国労働組合総連合

事務局長 小 田 川 義 和




